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簡易合併に関するお知らせ 
 

平成１５年５月３０日開催の当社取締役会において、当社は平成１５年９月１日を期して、下記のとおり

シーティーシー・ファイナンシャルエンジニアリング株式会社、シーティーシー・アパレルシステム株式会

社と合併することを決定いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１． 合併の目的 

当社は、ＣＴＣグループ全体の総合力を発揮するために、経営資源の最適配置を検討してま

いりました。今回の合併はその一環として実施するものです。 

シーティーシー・ファイナンシャルエンジニアリング株式会社は、１５年間に亘って金融 

業界向けシステム開発・販売事業を行い、着実に成果を上げてまいりました。この度、金融 

分野を当社の業容拡大に向けた最重点分野として更に発展させるため、同社の営業、マーケテ

ィング機能を当社に一体化します。また、シーティーシー・アパレルシステム株式会社は、 

アパレル業界向けシステム開発・販売事業を行ってまいりました。この度、同社の営業、 

サポート機能を当社の営業部門に集中し、営業体制の一体化を図ります。 

産業界ではクロスインダストリーが進み、異業種参入が相次いでおります。当社はこの 

グループ会社２社のリソースとノウハウを得て、金融、アパレル関連のお客様はもとより、 

幅広い顧客に向けて専門性の高いソリューションを積極的に提案してまいります。 

 

２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

合併契約書承認取締役会 平成１５年５月３０日 

合 併 契 約 書 調 印 平成１５年５月３０日 

合併契約書承認株主総会 当社は、商法第４１３条ノ３第１項（簡易合併）の規定

により、株主総会の承認を得ずに合併いたします。 

なお、シーティーシー・ファイナンシャルエンジニアリン

グ株式会社は平成１５年６月２０日に、シーティーシー・ア

パレルシステム株式会社は平成１５年６月１８日に合併契

約書承認株主総会を開催することを予定しております。 

合 併 期 日 平成１５年９月１日（予定） 

合 併 登 記 平成１５年９月１日（予定） 

（２） 合併方式 

伊藤忠テクノサイエンス株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、シーティーシー・ファイ

ナンシャルエンジニアリング株式会社及びシーティーシー・アパレルシステム株式会社は解散 

します。 

（３） 合併比率 

被合併会社のシーティーシー・ファイナンシャルエンジニアリング株式会社及びシーティー 

シー・アパレルシステム株式会社は当社８０％出資子会社でありますが、合併期日までに当社が

１００％出資する子会社とする（伊藤忠商事株式会社が所有する夫々の株式を買収）予定である

ため、株式の割当て交付は行いません。 

なお、シーティーシー・アパレルシステム株式会社は、合併期日までに増資を予定しており 

債務超過は解消いたします。 

（４） 合併交付金 

合併交付金の支払はありません。 



 

３．合併当事者の概要                           （平成１５年３月３１日現在） 

（１） 商 号 

伊藤忠テクノサイエンス 

株式会社     

（合併会社） 

シーティーシー・ファイナン

シャルエンジニアリング

株式会社 

（被合併会社） 

シーティーシー・アパレル 

シ ス テ ム 株 式 会 社 

（被合併会社） 

（２） 事 業 内 容 

総合情報システムの提案、

システム設計・導入、ソフ

トウェアの受託開発、ネッ

トワーク構築、システム・

ネットワークの保守・運用

金 融 業 界 向 け シ ス テ ム

開発・販売事業 

 アパレル業界等向けシス 

テム開発・販売事業 

（３） 設 立 年 月 日 昭和５４年７月１１日 平成元年９月２７日 平成２年４月６日 

（４） 本 店 所 在 地 
東京都千代田区富士見 

一丁目１１番５号 

東 京 都 中 央 区 新 川

二丁目１２番１５号 

東 京 都 渋 谷 区 代 々 木 

三丁目２５番３号 

（５） 代 表 者 代表取締役社長 後藤 攻 代表取締役社長 鈴木 正彦 代表取締役社長 上田 泰三 

（６） 資 本 金 ２１，７６３百万円 ４５０百万円 １００百万円

（７） 発行済株式総数 ６１，５００，０００株 ３，０００株 ２，０００株

（８） 株 主 資 本 ９１，２８３百万円 ３，４７２百万円  △１６０百万円

（９） 総 資 産 １５４，２２０百万円 １２，６２７百万円  ６８６百万円

（１０） 決 算 期 ３月３１日 ３月３１日 ３月３１日

（１１） 従 業 員 数 １，５８３名 １６０名 ５０名

（１２） 主 要 取 引 先 

国内通信・放送業、製造業、

金融・保険業、情報サービ 

ス業 等 

金融・保険業 等 縫製業、製造業 等 

（１３） 
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

伊藤忠商事株式会社 <31.56％>

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（住友信託銀

行再信託分伊藤忠商事株式会

社 退職給付信託口） 

                 <16.62％>

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社  <4.13％> 

伊藤忠テクノサイエンス 

株式会社      <80.00％> 

伊藤忠商事株式会社 

                <20.00％> 

<但し、合併期日までに、 

伊藤忠商事㈱より全株式 

を買受け、当社１００％ 

出資子会社とする予定。> 

伊藤忠テクノサイエンス 

株式会社          <80.00％> 

伊藤忠商事株式会社 

               <20.00％> 

<但し、合併期日までに、 

伊藤忠商事㈱より全株式 

を買受け、当社１００％ 

出資子会社とする予定。> 

（１４） 主要取引銀行 
株式会社みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

住友信託銀行株式会社 

株式会社みずほ銀行 

住友信託銀行株式会社 

株式会社東京三菱銀行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社東京三菱銀行 

資本関係 
８０％子会社（合併期日までに、伊藤忠商事㈱より全株式を買受け、当社１００％ 

出資子会社とする予定。） 

人的関係 役員、従業員を派遣 
（１５） 

当 事 業 会 社 

の 関 係 

取引関係 コンピュータ・ネットワークシステムの販売 

 

 



（１６）最近３決算期間の業績 

伊藤忠テクノサイエンス 

株式会社 

シーティーシー・ファイナン

シ ャ ル エ ン ジ ニ ア リ ン グ

株式会社 

シーティーシー・アパレル

シ ス テ ム 株 式 会 社  

（合併会社） （被合併会社） （被合併会社） 

平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年
決算期 

3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 

売上高 

（百万円） 
270,631 311,429 254,445 26,973 29,368 28,729 2,407 2,084 2,116

営業利益 

（百万円） 
18,882 11,176 6,125 2,453 1,886 1,446 44 △63 △199

経常利益 

（百万円） 
19,609 15,206 11,105 2,458 1,991 1,395 35 △71 △200

当期純利益 

（百万円） 
11,057 11,020 7,017 1,404 1,124 785 14 △46 △244

１株当たり 179.79

当期純利益（円） （注）
179.20 113.04 468,075.99 374,939.09 258,478.67 7,181.48 △23,449.55 △122,099.84

１株当たり 18.00

配当金（円） （注）
20.00 20.00 200,000.00 166,666.66 166,666.66 － － －

１株当たり 

株主資本（円） 
1,233.27 1,435.04 1,483.23 893,797.63 1,065,576.72 1,154,155.40 66,987.66 41,825.60 △80,274.23

（注）平成12年8月18日付をもって、額面普通株式1株を3株に分割しております。なお、平成13年3月期の

1株当たり当期純利益及び1株当たり配当金は、期首に株式が分割されたものとして計算しております。 

 

４．合併後の状況 

（１） 商 号 伊藤忠テクノサイエンス株式会社 

（２） 事 業 内 容 総合情報システムの提案、システム設計・導入、ソフトウェアの受

託開発、ネットワーク構築、システム・ネットワークの保守・運用 

（３） 本店所在地 東京都千代田区富士見一丁目１１番５号 

（４） 代 表 者 代表取締役社長 後藤 攻 

（５） 資 本 金 ２１，７６３百万円（増加する資本金はありません。） 

（６） 総 資 産 合併による総資産への影響は軽微であります。 

（７） 決 算 期 ３月３１日 

（８） 業績に与える影響 合併による業績への影響は軽微であります。 

以 上 


